
基本施策　ア　地域における子育て支援サービスの充実

（ア）　居宅における子育て支援事業

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

1

ファミリーサポートセン
ター事業の推進（新規）

育児・介護等の手助けを受けたい人と手助けをしたい人が会員とし
て登録し、会員同士で相互援助活動を行う事業

設置箇所数 設置なし 6,000 1か所 A １か所 子ども家庭課

（イ）　保育所等の施設における子育て支援事業

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

2

病後児保育事業 病気回復期にあって、集団保育が困難な、家庭で保育が出来ない児
童の為に健康支援を行う事業

実施箇所数（利用人数） 1か所 5,000 1か所（487人） A 2か所 子ども家庭課

3
一時保育事業 保育所に入所していない児童で、保護者の就労、疾病・介護等、私

的理由により一時的に保育を行う事業
実施箇所数（利用人数） 20か所 28,170 27か所（18,162人） A 25か所 子ども家庭課

4

特定保育事業 保護者や同居の親族などが保育できない３歳未満の児童を、必要な
日時について保育を行う事業

実施箇所数 検討 0 0か所 C 1か所 月64時間以上の家庭外労働をしてい
る保護者が対象であるが、就労64時
間以上は保育実施基準を満たすた
め、事業実施については検討を継続

子ども家庭課

5

休日保育事業 保育所に入所中の児童を対象に、保護者の就労形態により、休日に
保育を要する児童に保育を行う事業

実施箇所数（利用人数） 6か所 9,135 9か所（3,214人） A 9か所 子ども家庭課

6

認可外保育施設助成事業 認可外保育施設に職員、児童の健康診断費及び保育材料費を助成
し、また、児童の保護者に対しては、第3子以降の児童の保育料の
全部又は一部の助成を行い児童福祉の増進と健全な育成を図る事業

実施箇所数 16か所 6,030 14か所 A 18か所 子ども家庭課

7

子 育 て 短 期 支 援 事 業
（ショートステイ事業）

保護者の疾病その他の理由により、家庭において児童を養育するこ
とが一時的に困難となった場合に当該児童を児童福祉施設等におい
て一定期間、養育・保護を行うことにより、これらの児童及びその
家庭の福祉の向上を図ることを目的とする事業

（利用人数、日数） 実施 0 実施（1人、5日） A 継続 子ども家庭課

8

放課後児童健全育成事業 放課後に、保護者が就労等の事情により家庭にいないおおむね10
歳未満の児童を対象とし、適切な遊びの場及び生活の場を与えるこ
とで、児童の健全な育成を図る事業

設置箇所数
（登録児童数）

20か所 7,285 27か所（1,181人） A 24か所 子ども家庭課

基本方針　１　地域における子育ての支援
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（ウ）　地域の児童の養育に関する情報の提供及び助言を行う事業

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

9
ファミリーサポートセン
ター事業の推進（新規）

再掲１ 子ども家庭課

10

地域子育て支援拠点事業
センター型

保育所に入所していない児童を保育している家庭や、その家庭を支
援するサークルを対象として、育児不安等についての相談・指導等
を行う事業（保育所内に設置）

設置箇所数 12か所 51,770 16か所 A 17か所 H19年度より「地域子育て支援セン
ター事業」は、新たに「地域子育て
支援拠点事業センター型」と名称が
変更となり、平成21年度で小規模型
が廃止となる

子ども家庭課

11
家庭相談事業 家庭における人間関係・児童養育の健全化等、家庭児童の福祉向上

を図るため、家庭相談員を配置し、各種の相談に応じ、助言指導を
行う事業

（相談件数） 実施 1,599 実施（117件） A 継続 子ども家庭課

12

子育てサロン支援事業 地域の子育て家庭の親子が気兼ねなく集まり、子育ての相談や交流
ができる場を提供する

実施 1,175 実施（21か所） A 継続 H19年度より県の子育てメイト事業
廃止を受け、開始

子ども家庭課

13
教育相談・適応指導教室
事業

市民・教職員・幼児児童生徒・障害のある子等の相談に関して，電
話・来所の相談に対応する他不適応児童生徒への指導・援助を行う
事業

相談員・指導員配置数
（相談件数）

相談員5名
指導員1名

14,020 相談員5名
指導員1名
（全相談件数653件）

A 相談員5名
指導員1名

H20年度より、「教育相談・適応指
導教室事業」に変更

総 合 教 育 セ ン
ター

14
民生委員児童委員・主任
児童委員活動事業

地域福祉・児童福祉の向上のため、相談・助言や、情報提供、関係
機関との連絡調整等の活動を実施

（委員人数） 実施 1,864 実施（501人） A 継続 健康福祉政策課

15

地域子育て支援拠点事業
ひろば型

子育て中の親子が気軽に集い、相談交流できる「つどいの広場」の
設置検討

設置箇所数 設置なし 0 未設置 B 検討 H19年度より「つどいの広場事業」
は、新たに「地域子育て支援拠点事
業ひろば型」と名称が変更となり、
事業内容も一部変更された

子ども家庭課

（エ）　子育て支援事業に関する情報の提供

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

16

子育て情報誌の作成 子育てに関する情報を掲載した冊子を作成する事業 作成 0 継続 A 継続 H19年度より隔年度で実施予定 子ども家庭課

基本施策　イ　保育サービスの充実

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課名

17
認可保育所整備事業 待機児童及び超過入所を解消するため、認可保育所を整備、また老

朽化した施設の改築や多機能化を促進する。
保育所定員数 4,669人 94,598 4,983人 A 4,965人 子ども家庭課

18
延長保育事業 保育所に入所している児童で､11時間を超えて保育を必要とする場

合に行う事業
延長保育サ－ビス事業
実施箇所

63か所 327,345 65か所 A 66か所 子ども家庭課

19 休日保育事業 再掲5 子ども家庭課

20
産休・育休明け入所予約
実施

産休・育休明けに職場復帰することが確実な世帯に対し、出産前・
育児休業中の入所予約を実施する制度

（利用人数） 実施 0 実施（220人） A 継続 子ども家庭課

21 特定保育事業 再掲4 子ども家庭課

22
軽・中程度障害児保育事
業

保育に欠ける軽・中程度の障害児を保育所に入所させ、健常児とともに集団
保育を行うことで、健全な社会性の成長発達を促進する事業

実施箇所数（対象人数） 11箇所 30,018 11か所（522人） A 継続 子ども家庭課
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23
保育所地域活動事業 老人福祉施設訪問などの世代間交流や、地域における異年齢児交流

等の地域活動事業を推進することで、保育所の持つ専門的機能を地
域において活用する事業

地域活動事業実施箇所 43か所 9,637 51か所 A 65か所 子ども家庭課

24
第三者における保育サー
ビス評価事業の導入検討
（新規）

保育の質と信頼感を高めるため園の取り組みを自己評価するととも
に、第三者を通した評価を行う制度の検討

検討 0 検討 A 導入 自己評価は多くの保育園が実施して
いるが、第三者評価は一部で実施

子ども家庭課

25 認可外保育施設助成事業 再掲6 子ども家庭課

基本施策　ウ　子育て支援のネットワークづくり

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

26
子育て広場の開放 親子のふれあいや子育てについて、個人やサークルが気軽に学習・

情報交換・仲間づくりなどに利用する広場の充実を図る事業
利用者数 304日

2,050人
0 344日

4,379人
A 304日

2,300人
部屋の開放という形で支援を行って
いる。

健康福祉政策課

27 子育て情報誌の作成 再掲16 子ども家庭課

28
地域子育て支援センター
設置事業

再掲10 子ども家庭課

基本施策　エ　児童健全育成

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

29

サポートチーム等 地域
支援システムづくり推進
事業

いじめ、暴力行為、少年非行などの問題行動を起こす個々の児童生
徒に着目して的確な対応を行うため、学校、教育委員会、関係機関
からなるサポートチームの組織化など、地域における支援システム
づくりを行う事業

湊中学校を中核
校に学区内小学
校で、連絡協議
会年3回開催

継続 H18年度をもって事業終了 教育指導課

30
児童館運営事業 児童に健全な遊びを与え、健康増進や情操を豊かにすることを目的

とした、児童の健全育成に関する総合的な機能を有する施設を運営
する事業

児童館設置箇所数
（登録児童数）

15か所 128,374 15か所
（のべ306,593人）

A 15か所 子ども家庭課

31
児童館母親クラブ活動事
業

児童の健全な育成を図るため、母親など地域住民による、親子及び
世代間交流・児童の事故防止活動等、児童福祉向上に寄与する活動
を行う事業

母親クラブ設置箇所数
（登録人数）

15か所 2,685 15か所（1,541人） A 15か所 子ども家庭課

32
民生委員児童委員・主任
児童委員活動事業

再掲14 健康福祉政策課

33

八戸市虐待等対策ネット
ワーク会議（ひきこもり
ケース会議）

社会的ひきこもりについて、関係団体が相互に連絡を取りながら協
議・検討する事業

（開催回数） 実施 7 実施（2回） A 継続 H18年度から八戸市虐待等対策ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ会議へ移行。虐待等対策ケース
会議の一つとして会議を実施
H20年度は、関係団体の取り組み状
況の把握と研修会を開催

健康増進課

34
「さわやか 八戸グッジョ
ブ・ウィーク事業」

豊かな感性や創造性を育て、自らの生き方を見つめなおすことを目
的とし、中学2年生を対象に、原則として５日間の勤労生産活動や
職場体験活動等の体験活動を実施する事業

実施中学校 15/22校 950 19/26校 A 22/24校 教育指導課

35
青少年生活指導協議会連
合会

市内22地区青少年生活指導協議会が相互に連絡調整を図り、社会
環境調査の実施・有害図書自販機等の撤去活動・不法看板等の撤去
作業などを行い、青少年の健全育成を目指す事業

実施回数 年1回 275 年１回 A 年1回 教育指導課

A

37
「さわやか 八戸 あいさつ
運動」

各学校でのあいさつ運動や地区ごとの啓発活動を推進するととも
に、市民全体のあいさつ運動となるよう関係団体と連携し、啓発活
動に努める事業

実施 251 実施（決起大会1回、
地域啓発3か所）

A 継続 教育指導課

実施回数 教育指導課街 頭 指 導 年
420回･研修会
年4回･広報誌
発行年3回

街 頭 指 導 年
420回･研修会
年4回･広報誌
発行年3回

36

少年相談センター活動 青少年を非行から守るため、街頭指導、少年指導員研修会、少年相
談、社会環境調査、広報誌の発行を行う事業

5,348 街頭指導　年271回
研修会　年3回
広報誌発行　年3回
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38
青少年の地域活動 ボランティアの活動を通して、さまざまな地域活動に参加し、地域

社会の一員としての自覚と関心を深める事業
実施回数 年11回 162 年42回 A 年11回 教育指導課

39
児童手当支給事業 児童を養育している方に、家庭における生活の安定に寄与するとと

もに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資する
ことを目的として、手当を支給する事業

（支給人数） 実施 1,722,785 実施（17,094人） A 継続 子ども家庭課

40

八戸市ラブホテル建築等
規制条例の施行

良好な生活環境を維持形成し、青少年の健全育成に資するため、ラ
ブホテルの建築等を規制する条例の制定

施行済
H17.2.1

0 継続 A 継続 制定H16.12.27
H20年度は該当する物件がなかった
ため審議会等の開催なし

建築指導課

67回 161回 A 72回

1,555人 9,607人 1,630人

基本方針　２　母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

基本施策　ア　子どもや母親の健康の確保

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

42
母子手帳の交付 妊娠・出産・育児まで、一貫した健康状態等を記録する手帳の交付 （交付人数） 実施 183 実施（1,951人） A 継続 健康増進課

43

孫育て学級 祖父母の育児参加を図り、親が健やかに子育てできるように支援す
る事業

開催回数（参加人数） 3回 3回 H17年度末に事業は廃止したが、
H18年度から新生児・乳幼児の全戸
訪問事業において多くの祖父母に面
接し支援している。

健康増進課

44

乳幼児はつらつ育成事業 乳幼児が医療を受けた場合の医療費の一部負担金を助成し、乳幼児
の健康の維持及び増進を図る事業

（資格者数） 実施 250,453 実施（8,884人） A 継続 子ども家庭課

45

地区における健康教室等 知識の普及を図り、母性並びに乳児及び幼児等の健康の保持増進や
社会全体で育児する環境づくりができるように支援する事業

（開催回数・参加人数） 実施 0 実施（83回、5,873人） A 継続 健康増進課

46

両親学級 子どもを迎えるための心の準備､親の役割について夫婦で共に学び
考え、協力して子育てができるように支援する事業

開催回数（参加人数） 6回 4 6回（314人） A 9回 健康増進課

47
小児科医師及び歯科医師
等による健康教室

健康に関する正しい知識と歯科保健を学ぶことにより、安心して、
子育てができるように支援する事業

（開催回数・参加人数） 実施 69 実施（8回、161人） A 継続 健康増進課

48

赤ちゃん・よちよち健康
相談

乳幼児が心身共に健やかに育つための支援をするとともに、親の育
児不安を軽減し、安心して子育てができるように支援する事業

開催回数（参加人数） 71回 108 79回（2,112人） A 継続 H18年度に相談事業を効果的にする
ため「赤ちゃん・よちよち健康相
談」と名称を変更した。

健康増進課

49
幼児相談 1歳6か月児健診等において、心身の発達に遅れや問題があり、継

続した支援が必要な子どもとその親 に対し、育児不安の解消と子
どもの発達に応じた適切な対応ができるように支援する事業

実施回数（相談件数） 24回 125 12回（119件） A 24回 健康増進課

50
３歳児相談 3歳児健診等において、心身の発達に遅れや問題があり、継続した

支援が必要な子どもとその親 に対し、育児不安の解消と子どもの
発達に応じた適切な対応ができるように支援する事業

実施回数（相談件数） 12回 306 12回（79件） A 12回 健康増進課

51

親と子の電話相談 健康や子育てについて個別の相談に応じ、不安や悩みが解消できる
ように支援する事業

実施回数（相談件数） 51回 0 198回（272件） A 継続 H18年度より対象を限定せず、電話
相談として実施している。

健康増進課

52
マタニティ健康相談 妊娠中、健康に過ごし、安心して出産ができるように支援する事業 （相談件数） 2191件

(H15年度)
25 1,886件 A 継続 健康増進課

53
妊婦委託健康診査 妊娠中に起こりやすい疾病を早期に発見し、安全な出産ができるよ

うに健康の保持増進を図る事業
妊婦健診受診率（人数） 97.6%

(H15年度)
53,235 99.0％（1,948人） A 100% 健康増進課

41
各種公民館活動 郷土史講座、昔の遊び講座、世代交流講座等、各地域の特性を生か

した学習活動を推進し、魅力ある地域づくりができるような講座を
実施する事業

実施回数
（参加人数）

社会教育課0
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54

乳児一般委託健康診査 乳児の発育・発達の遅れや病気を早期発見・早期治療をし、健康の
保持増進を図る事業

乳児健診受診率（人数） 89.7%
(H15年度)

19,817 90.5％（1,737人） A 95% 健康増進課

55

先天性股関節脱臼検診 生後90～120日の乳児を対象に、問診、触診、X線直接撮影によ
り、異常の早期発見・早期治療をし、健康の保持増進を図る事業

股関節脱臼健診受診率
（人数）

87%
(H15年度)

1,249 84.2％（1,632人） A 95% 健康増進課

56

１歳６か月児健康診査及
び精密健康診査

1歳7か月児を対象に、心身の発育・発達の遅れや問題及び疾病の
早期発見・早期治療により、健康の保持増進を図り、育児不安や親
子の関わり方等について、適切な支援をする事業

１歳６か月健診受診率
（人数）

95.1%
(H15年度)

4,861 98.0%（24回1,942人） A 98% 健康増進課

57

３歳児健康診査及び精密
健康診査

３歳６か月児を対象に、心身の発育・発達の遅れや問題及び疾病の
早期発見・早期治療により、健康の保持増進を図り、育児不安や親
子の関わり方等について、適切な支援をする事業

３歳児健診受診率
（人数）

93.5%
(H15年度)

7,831 96.4%（24回1,904人） A 96% 健康増進課

58

予防接種事業 予防接種法に基づき、予防接種を実施し、公衆衛生の向上及び増進
を図る事業 （種類：ポリオ、麻しん、三種混合、二種混合、風し
ん、日本脳炎、ＢＣＧ、麻しん風しん混合）

各種予防接種率
（特に12ヶ月～15ヶ月児
の麻しん接種率）
（人数）

77.2%
(麻しん・
H15年度)

181,042 81.0%（麻しん15月以内
1,602人）

A 90%(麻しん) 健康増進課

59

妊婦・新生児等への家庭
訪問

妊娠・分娩・産後の健康管理と児の健やかな発育発達を支援し、健
康の保持増進を図る事業

全乳児に対する保健指導
率（訪問人数）

57.2%
(H15年度)

7,624 91.6%（1,761人） A 70% 健康増進課

60
母子栄養食品支給事業 妊産婦と発育状態が悪い乳児に牛乳又は粉乳を支給し健康の保持増

進を図る事業（所得制限あり）
（支給人数） 64人

(H15年度)
継続 妊婦委託健康診査事業を拡充し実施

したため、H20年度より廃止
健康増進課

基本施策　イ　「食育」の推進　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

61
「手づくり弁当の日」の
実施

小・中学校において、親子のふれあいや家族の絆を深め、家庭にお
ける教育力の向上を図ることを目的とし、食の大切さを見直す事業

「手づくり弁当の日」
実施回数

年3回 0 年3回 A 年3回 学校教育課

62
赤ちゃんルーム・よちよ
ちルーム

再掲48 健康増進課

63 地区における健康教室等 再掲45 　 　 　 健康増進課

64
栄養改善事業 妊産婦、乳幼児及びその親を対象に、離乳食指導や栄養指導を行

い、健康増進と栄養及び食生活の支援を図る事業
実施回数 235回 163 246回 A 継続 健康増進課

65

学校給食実践発表会の開
催

学校給食に関する情報交換を行い、健康教育の充実を図ることを目
的とし、発表会を保護者及び地域のより多くの人々から参観してい
ただくことにより、児童生徒の食生活と健康への関心を一層高める
とともに、学校と家庭・地域が連携し「食」を考え、学校給食の充
実と食教育の推進に努める事業

開催回数 年1回 210 年1回 A 年1回 学校教育課

66

児童生徒給食活動発表会
の開催

児童生徒の心身の健全な発達をめざし、魅力ある学校給食活動の充実とその
指導、管理運営の向上を図ることを目的とし、発表会を通して児童生徒が食
に関心を持ち、自ら食に関する問題を積極的に取り組んで、自分の健康は自
分で守れるよう自己管理能力の育成に努める事業

開催回数 年1回 217 年1回 A 年1回 学校教育課
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基本施策　ウ　思春期保健対策の充実

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

67

いのちをはぐくむ教育ア
ドバイザー事業

中学校において、生徒が自己の性に関する認識をより確かなものに
するために、医師が中学校に赴いて講演や授業をしたり、専門医が
カウンセリングを実施したり、沐浴実習をしたりして、性にかかわ
る諸問題に対して適切に判断し対処できる資質や能力を育成する事
業

（実施回数） 実施 550 実施
（全中学校25校訪問）

A 継続 教育指導課

基本施策　エ　小児医療の充実

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

68

休日又は夜間の救急医療
体制の確保

休日又は夜間における急病患者のため、在宅当番医か休日夜間診療
所のいずれかに小児科医を確保する事業

実施 休日夜間急
病診療所
36,659
在宅当番医制事
業  7,035

実施（休日夜間急病診療
所（内科、小児科、外科）
及び在宅当番医制事業は、
休日又は夜間における急
病患者のため、小児科の
みならず他の科目も含む）

A 継続 健康福祉政策課

基本方針　３　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

基本施策　ア　次代の親の育成

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値（平成
21年度）

備     考 課    名

69 両親学級 再掲46 健康増進課

70
いのちをはぐくむ教育ア
ドバイザー事業

再掲67 教育指導課

71

乳幼児とのふれあい体験
の推進検討（新規）

将来親となる中高生・大学生等を対象とした幼稚園・保育園等を活
用した乳幼児とのふれあい体験事業の検討

検討 0 検討 B 実施 市内の一部の小・中学校において、
「パパ・ママ体験学習」（健康増進
課）や「赤ちゃんふれあい体験学
習」（南郷保健センター）を実施し
ている

子ども家庭課

72

仕事と家庭両立推進のた
めの情報提供・啓発活動

市の広報誌への掲載やポスター掲示等の方法により、仕事と家庭の両立を支援する国等の
各種制度の情報提供及び「働き方の見直し」に関する労働者、事業主等の意識改革の促進
（フレーフレーテレフォン事業、パートタイム労働ガイダンス、再就職準備セミナー等の
周知。仕事と家庭を考える月間、ゆとり創造月間等の広報）

 実施 0 実施 A 継続 フレーフレーテレフォン事業につい
ては、H18年度で終了

商工労政課
男女参画国際課

基本施策　イ　子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備

（ア）　幼児教育の充実

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

73
私立幼稚園補助事業 私立幼稚園が行う幼児教育の振興事業に要する経費について、補助

金を交付する事業
25幼稚園 9,246 23幼稚園 A 25幼稚園

23幼稚園
H19年度～
幼稚園数（△3、＋１）

学校教育課

74
すくすく子育て支援事業 幼稚園の設置者が、幼稚園に在園する第３子以降の園児の保育料を

園児が属する世帯の所得に応じて減免する措置に対して、県の補助
を得て補助金を交付する事業

対象園児への補助
（減免）率

100% 19,873 100% A 100% 学校教育課
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75
幼稚園就園奨励事業 幼稚園の振興に資するため、幼稚園の設置者が幼稚園に就園する満３歳・４

歳・５歳児の保護者で所得が低いものに対して、保育料等を減免する場合
に、国から1/3の補助を得て補助金を交付する事業

対象園児への補助
（減免）率

100% 151,341 100% A 100% 学校教育課

76

幼稚園・保育所（園）と
小学校の連携推進事業

幼稚園・保育所と小学校の間で円滑な移行や接続を図るための体制
の推進

幼保小連携協議会
（開催回数）

年2回 79 年3回 A 年3回 教育指導課

77

小学校体験入学の実施 幼児と児童が共に活動したり体験したりすることで、自立心や思い
やりの心を育てる事業

幼・保・小合同体験活動 実態調査実施 0 実施（体験入学実施校
48/48校）

A 継続 教育指導課

投影番組:4種 A

目標利用団体率
（利用団体数）

79
教 育 公 開 講 座 （ 研 修 講
座）

子どもたちの未来をはぐくむために，幼児期からの心の教育のあり
方を，家庭，地域社会，学校，関係機関が連携・協力して取り組む
ために，共に学び合う研修講座

教育公開講座開催回数
（受講人数）

1回募集定員
200人

70 1回（61人） A 1回募集定員
200人

総 合 教 育 セ ン
ター

（イ）　確かな学力の向上

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

A

81

学力実態調査 小・中学生の学力の実態を把握し、課題を明らかにするための調査
の実施

実施対象 小学校5・6年
生、中学校全
学年

16,731 小学校5・6年生
中学校全学年

A 継続 教育指導課

605 A

83

教科等研究委員 市の学校教育課題や学力実態調査に基づく対策等の研究を、教科ご
とに行う事業

研究委員人数 70名 205 41人 A 増員 総 合 教 育 セ ン
ター

小 964 118,819 小997 A 小 2,102

中 531 中589 中  720

計 1,495 計1,586 計 2,822

85
インターネットを利用し
た国際理解教育の推進

高度情報化の到来に伴い、小・中学校においてもパソコンをイン
ターネットに接続するなど教育の情報化が進んでいることから、パ
ソコンを利用した国際理解教育を推進する事業

実施 0 実施 A 継続 総 合 教 育 セ ン
ター

86

外国語指導助手等の積極
的な活用による英語教育
の推進（外国語指導研修
事業）

外国語指導助手の積極的な活用を通して、中学生の英語力育成を図
るとともに、英語科担当教員の指導力の向上を図り、小・中学校に
おける国際理解教育を一層推進する事業

ALTの人数 8人 54,876 9人（市内小・中学校へ
訪問）

A 12人 総 合 教 育 セ ン
ター

教育指導課

教育指導課全中学校区全26中学校区

総 合 教 育 セ ン
ター

100% 児童科学館

80

小中ジョイント・スクー
ル

小学校と中学校のなめらかな接続のために、学校ならびに学校区の
課題について実践活動を柱にした研究を行う事業

幼児・児童の情操の発育の手助けとして、希望に応じ、季節にあわ
せて生解説で、プラネタリウムの幼児投影番組を実施

50%

84

実施校区数
82

78

プラネタリウム幼児投影
番組

計画訪問：全小・中学校
を訪問、要請訪問：随時

高度情報通信社会に対応した情報教育を充実させるため、コン
ピュータ室に児童生徒１人に１台を目標として整備するとともに、
コンピュータ室以外の普通教室、その他特別教室への整備を進める
事業

設置コンピュータ台数

中学校区2校
区

学校訪問 各学校における教育課題解決状況の把握とその改善に資するため
の、支援・指導の実施

計 画 訪 問 ： 全
小・中学校を隔
年で訪問
要請訪問：随時

学習用パソコン整備事業

訪問回数 0 継続

0 投影番組3種
50％（45団体）
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（ウ）　豊かな心の育成

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

87
サポートチーム等地域支
援システムづくり推進事

再掲29 教育指導課

88
いじめ等の問題に関する
対話集会

児童・生徒が自らのいじめ等の問題に関する話題について話し合
い、未然に防止するする方法や思いやりに満ちた児童・生徒の育成
を図る事業

対話集会実施回数 1回 0 1回 A 1回 教育指導課

6中学校
14小学校
に配置

423 15中学校
7小学校に配置

A

年間280時間 全体で2,240時間
（1校当たり平均102時間）

90

心の教室相談員活用調査
研究事業

生徒が悩み等を気軽に話せ、ストレスを和らげることのできる第三
者的な存在となりうる「心の教室相談員」を研究調査校に配置し、
心のゆとりをもてるような環境づくりを行う事業 （スクールカウ
ンセラー配置校及び小規模校を除いて実施）

相談員配置学校数 市立中学校14
校

3,640 市立中学校9校 A 市立中学校
14校

教育指導課

A

92
博物館クラブ 小中学生の親子を対象に、実験や試行錯誤を含めた「考える」・

「体験学習の充実」を目的に、考古・歴史・民俗の各分野で連続講
座を開催

考古・歴史・民俗
各3講座で
全9講座開催（受講人数）

全9講座 232 全10講座（329人） A 全9講座 博物館

93
土曜日体験教室 縄文時代の技術や暮らしについて，体験を通して学ぶ事業 開催回数（受講人数） 11回 0 11回（41人） A 11回 材料代は参加者負担 博物館（縄文学

習館）

94
夏休み考古学教室 出土品の観察や体験学習を通して，縄文時代の暮らしについて学ぶ

事業
開催回数（受講人数） 5回 0 4回（15人） A 5回 材料代は参加者負担 博物館（縄文学

習館）

95
中 高 生 の た め の ボ ラ ン
ティア養成講座

縄文文化に興味をもつ中学生・高校生のための講座を開催し、具体
的な事例を通してより深く学び，学んだ成果をボランティア活動に
生かしていく事業

開催回数（受講人数） 3回 0 3回（3人） A 3回 材料代は原材料費で対応 博物館（縄文学
習館）

96
講師派遣 学校・公民館などへ，縄文文化を学ぶための体験学習・講義のため

に講師（ボランティア・学芸員）を派遣する事業
派遣回数（派遣人数） 20回(随時) 0 17回（966人） A 20回 材料代は参加者負担 博物館（縄文学

習館）

97
根城おもしろ講座 一般・小中学生の親子を対象に、根城の広場と史跡を積極的に活用

した体験学習と講演会を組み合わせた講座を開催
開催回数（受講人数） 7講座 329 7回（377人） A 6～7講座 博物館（根城の

広場管理棟）

98

「心のノート」活用の推
進

道徳教育の充実を図るため、文部科学省から全国すべての小・中学
生に対して配付された「心のノート」の、各学校での効果的な活用
の呼びかけ

実施 0 実施 A 継続 教育指導課

99

郷土に対する理解と誇り
を養う伝統文化教育の推
進

「総合的な学習の時間」や外国語指導助手等の活用により、諸外国
に対する関心や理解とともに、自国の文化と伝統に対する関心や郷
土に対する理解と愛着を深める教育の推進

実施 0 実施（学校訪問等で活用
を呼びかけた）

A 継続 総 合 教 育 セ ン
ター

100

学校飼育動物ネットワー
ク支援事業

小学校および小学校と併置の幼稚園を対象に、学校獣医師と連携し
て、幼児児童と学校飼育動物との「ふれあい指導」と適正飼育指導
を行う事業

実施学校数 小学校44校､
幼稚園 1園

611 市内小学校47校
幼稚園1園

A 小学校47校､
幼稚園 1園

教育指導課

101
美術館創作講座 「美術」への関心を高めるため、創作講座を開催 開催回数（受講人数） 年1回 103 年6回（108人） A 年1回 美術館

102
芸術・文化活動の支援事
業

平成元年結成された市内小・中・高校の児童・生徒を団員とする「八戸ジュ
ニア・オーケストラ」の育成及び音楽活動の支援等を行う事業

定期演奏会補助 300（補助額） 42（補助額） 実施 A 継続 文化スポーツ振
興課

103
南部藩ゆかりの都市との
交流

小学校6年生を対象に、岩手県遠野市への派遣・受入など、南部藩
ゆかりの都市との交流を通じ、「ふるさと」を愛する心をはぐく
み、青少年の健全育成を図る事業

実施 1,405 実施（47名派遣） A 継続 教育指導課

教育指導課

図書館

89

91

読み聞かせ 幼児・児童の豊かな情操力を育むとともに、児童生徒が週休を有意
義に過ごせるよう、ボランティアと協力して支援する事業

実施回数

スクールカウンセラー活
用事業

スクールカウンセラーを調査研究校に配置し、いじめや不登校問題
行動等について児童生徒及び保護者とカウンセリングを行うととも
に、教職員の教育相談に係る研修の充実を図る事業

毎週木曜日1回
毎週土曜日2回実施
（1,591人、年144回）

毎週木曜日1
回､毎週土曜
日2回実施
年140回

1学校当たり年間280時間を目標値
としていたが、実情と合わないため
後期計画では配置数を目標値とした
い

0

年間280時間

年140回
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104
青少年海外派遣 青少年を海外へ派遣し、訪問国の歴史、文化教育等の視察や青少年

との交流を通じて、諸外国の伝統・文化等に対する理解を深める教
育を推進する事業　(派遣国:中国・米国・ニューカレドニア)

実施 8,782 実施（26名派遣） A 継続 H20年度には米国・ニューカレドニ
アに派遣

教育指導課

開催回数 1回 1,350 1回 A 1回

入場者数 6,000人 4,448人 6,000人

106

環境・エネルギー教育の
充実

人間と環境・エネルギーのかかわりについての理解と認識を深め、
環境保全に対して責任ある行動がとれる力を身に付けるため、環境
を大切にする態度や能力を育てる教育の推進

実施 継続 文科省の委託事業だったが委託期間
が終了したため、H20年度より廃止

教育指導課

新
学校教育関係者等研修会 教育関係者等への意識啓発の一環として、男女平等教育についての

重要性や認識を深め、共通理解を図るための研修会を開催
小・中学校参加率 101 18.9％（14校/74校） A 70.3% （ 52 校

/74校）
H17年度より実施 男女参画国際課

（エ）　健やかな体の育成

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

107
よい歯のコンクール 八戸市学校歯科医会との共催により、各小・中学校長が推薦するよい歯の代

表児童・生徒のコンクールを開催し、学校歯科保健に関する意識の高揚と積
極的な取り組みへのきっかけの場とする事業

コンクール実施回数 1回 12 1回 A 1回 学校教育課

108

「八戸市児童生徒の健康
と体力」発刊

八戸市児童生徒の健康と体力の現状を把握するとともに、家庭・地
域 ・学校保健関係者からの協力を得ながら、学校保健・健康教育
の充実を図るため、当該年度実施した健康診断、環境衛生検査、体
力テス ト等の結果及び考察した内容を編集した冊子を発刊

370部発行 530 350部 A 継続 学校教育課

109
児童生徒・教職員健康診
断

児童・生徒及び教職員の健康診断受診と、疾病の予防措置、治療の
指示、運動・作業及び勤務を軽減する等の適切な措置の実施

健康診断実施校 66校 24,697 74校 A 継続 学校教育課

180千円 180 実施 A

（補助額） （補助額）

207千円
（補助額）

112
長根スケートリンク土曜
日無料開放

スケート競技者の底辺拡大及び一層のスケート競技の普及、振興を
図るため、リンク開場期間の毎週土曜日（大会開催時等除く）に無
料で一般開放

利用者数 約12,500人 0 16,471人 A 15,000人 文化スポーツ振
興課

113
親子スケート教室 スケート競技の普及のため親子を対象としたスケート教室を開催 参加者数 160人 0 101人 A 100人 文化スポーツ振

興課

（オ）　信頼される学校づくり

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

小64.8% 23,247 小74.5% A 小78.7%

中59.7% 中74.0% 中75.9%

115

学 校 図 書 館 資 源 共 有 型
ネットワーク事業

学校図書館を活用した教育の推進及び必要な図書の学校を越えた共
用の促進等を図るため、蔵書情報のデータベース化及び学校図書館
をネットワーク化した蔵書等の共同利用化を行う事業。

シ ス テ ム の 活
用・充実 小・
中学校65校

9,886 小・中学校73校 A シ ス テ ム の 活
用・充実 小・
中学校71校

※「学校図書館ﾈｯﾄﾜｰｸ事業」が市
で行っている事業名で、「共有ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ事業」は国で行っている事業名
（国の事業はＨ18年度で終了）

教育指導課

116

学校評議員制度 保護者や地域の意見を幅広く聞くことにより、地域や社会に開かれ
た学校づくりを推進し、家庭や地域との連携協力しながら特色ある
教育活動が展開できるよう学校評議員を設置

設置状況 市 立 全 幼 稚
園・小中学校

3,772 １幼稚園
46小学校
24中学校

A 継続 ※H20年度より、地域密着型教育を
導入する学校は評議員設置せず

学校教育課

117

学校訪問 市教育委員会の学校教育指導方針に基づき、学校経営の実情と問題点を把握
し、その適正化を図る目的で、5月から11月にかけて実施

実施校 市 立 全 幼 稚
園・小中学校

0 48小学校
26中学校

A 継続 学校教育課

文化スポーツ振
興課

児童科学館

学校教育課

110

教育指導課
114

学校図書館用図書整備事
業

学校図書館における図書充足率を向上させるために、計画的に図書
を購入する。また、各学校間で連携しながら購入することにより、
学校図書館資源共有型ネットワーク事業との相乗効果を図る。

図書充足率

111

小学校体育科教育研究会
への支援

スポーツ少年大会への支
援

市内スポーツ少年団対抗で行われるスポーツ少年大会の運営費補助

八戸市小学校体育科教育研究会が実施する野球、陸上、スケート大
会の運営費補助

105
青少年のための科学の祭
典

一人でも多くの青少年に自然科学の面白さを体験してもらうことを
目的に、科学の祭典を開催

補助の対象となるのは3競技に絞ら
れており、市内の全小学校で行って
いるわけではない。また、研究会以
外にもスポーツ大会を実施している
組織があり、こちらだけに補助金を
出すのは公平性に欠ける。よって、
補助金の見直しにより、H20年度よ
り廃止

継続

継続
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118 余裕教室の活用 最近の児童生徒数の減少等による余裕教室を転用した十分な活用 実施 0 未実施 C 継続 余裕教室がないため未実施 教育総務課

119

学校備品の整備 授業の充実並びに学校運営のため、教材・コピー機・電話・ス
トーブ等の備品の整備を計画的に進める。特に、平成11年にJIS規
格が改正された児童生徒用の机・椅子について、新規格に対応した
ものへ更新する。

新JIS規格机・椅子整備数 3,000組 33,390 3,000組 A 3,000組 8年計画の6年目（H15～22）
市内小中学校72校中52校更新

教育総務課

120
校舎･屋内運動場新増改築
事業

児童生徒数が増加している地区において、新たな学校の校舎･屋内
運動場新築や増築をするとともに、老朽化の激しい校舎・屋内運動
場の改築をする事業

新築･増改築箇所 2か所 299,430 1か所 A 1か所 第三中学校　屋内運動場増改築事業 教育総務課

121
学校施設防音機能復旧事
業

防衛施設庁補助事業として昭和４０年以降に建設した防音校舎の老
朽化の程度に応じ、特に設備の防音機能復旧工事･調査設計を計画
的に実施

防音機能復旧工事・
調査設計箇所

1か所 1,674 1か所 A 1か所 高館小現況調査・基本設計 教育総務課

122

耐震診断（改修）優先度
調査

学校施設は、児童生徒の生活の場であると同時に災害時における児童生徒の
安全を確保するとともに、地域住民等の応急避難場所となるなど防災の拠点
となることから、今後、計画的に耐震改修の優先度調査を実施し耐震診断を
進め、必要に応じて耐震改修を進めていく事業

耐震診断優先度調査棟数 15棟 0棟 H18年度事業終了 教育総務課

123
校庭整備事業 校庭不陸調整、水はけ改良等のため、年次計画により校庭造成整備

をする事業
校庭整備箇所 2か所 54,933 2か所 A 0か所 下長小　22,501千円

北稜中　32,432千円
教育総務課

124
学校施設営繕事業 老朽化の激しい校舎・屋内運動場の大規模又は小規模改造につい

て、その緊急性・重要性に配慮し順次、営繕工事を実施する。
（学校数） 197,000 千 円

（事業費）
123,900 79校 A 継続 小学校　49件　78,900千円

中学校　30件　45,000千円
教育総務課

43,700千円 38,778 187校 A 小学校　112件　22,009千円

(事業費) 中学校　 75件   16,769千円

126

特色ある学校づくり支援
事業

市の教育理念である「夢はぐくむ ふれあいの教育 八戸」の実現に
向けて、地域や児童の実態及び学校の課題等を踏まえて、家庭や地
域社会と連携しながら創意工夫して展開する学校独自の教育活動を
支援する事業

実施 2,298 実施（小学校29校、
中学校17校）

A 継続 教育指導課

127
教材の制作・貸出し 教材センターとして本市と近隣の町村で三八視聴覚教育協議会を構

成し、効率よい教材の購入と、活用を推進
貸し出し数 1,000本 6,100 789本 A 1,000本 児童科学館

基本施策　ウ　家庭や地域の教育力の向上

（ア）　家庭教育への支援の充実

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

305回 2,013 571回 A 330回

14,750人 21,769人 16,000人

129
子育てサポーター 妊産婦及び乳幼児から中学生くらいまでの子どもを持つ親に対して

子育てやしつけについて相談や助言を行う事業
設置個所数 1か所 1か所 H18年度より廃止 社会教育課

130
八戸市家庭教育相談員の
配置

家庭教育に係る相談、指導、助言を行う事業 設置個所数（相談件数） 1か所 1か所 H19年度より廃止 社会教育課

131
家庭教育研修会 家庭教育や子育てに関する専門家を講師に招き、一般市民や子育て

支援団体のサークルの指導者を対象に研修会を開催するとともに、
参加者同士の意見交換の場を提供する事業

実施回数（参加人数） 年3回 268 年3回（611人） A 年 3 回 （ 300
人）

H16年度～18年度文部科学省の委託
事業、H19年度から市の事業

社会教育課

開催回数 3回 30 3回 A 3回

受講者数 36人 30人 36人

開催回数 10回 87 10回 A 9回

参加者 600人 251人 300人

教育総務課

児童科学館

128
家庭教育学級の実施 社会教育課

125
学校施設修繕事業 老朽化の激しい学校施設設備の簡易な補修については、その緊急

性・重要性に配慮し順次、修繕を実施する事業

132
親子パソコン教室 青少年の情報リテラシー向上のための、「親子パソコン教室」を開

催
児童科学館

133
映像利用学習会 家庭の教育力の充実を図るため、映像を利用した家庭教育を考える

機会の充実

（学校数）

子どもが本来持っている「生きる力」をはぐくむため、親子おはな
し会、子ども映画会、ファミリーコンサート等の、親子で学習する
機会の充実

実施回数

継続
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（イ）　地域の教育力の向上

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

134 保育所地域活動事業 再掲23 　 子ども家庭課

154回 446回 A 220回

4,650人 20,539人 7,900人

136
「さわやか 八戸 グッジョ
ブ・ウィーク事業」

再掲34 教育指導課

137
「さわやか 八戸あいさつ
運動」

再掲37 教育指導課

138 青少年の地域活動 再掲38 教育指導課

基本施策　エ　子どもを取り巻く有害環境対策の推進

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

139
青少年生活指導協議会連
合会

再掲35 教育指導課

140 少年相談センター活動 再掲36 教育指導課

141
八戸市ラブホテル建築等
規制条例の制定

再掲40 建築指導課

基本方針　４　子育てを支援する生活環境の整備

基本施策　ア　良質な住宅の確保

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

142
八戸市市営住宅ストック
総合活用計画

八戸市市営住宅の既設団地について、老朽化に対応した建替え、改
善などの適切な維持管理を計り、各種世帯に対応した住宅の確保と
住環境の整備を行う事業

実施 46,971 実施 A 継続 建築住宅課

A

基本施策　イ　良好な居住環境の確保

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

144

公園整備事業（子どもの
国含む）

「八戸市緑の基本計画」で設定した２０年後（平成３５年）の緑の
確保目標量である、市民一人当りの都市公園面積16.0㎡/人を目指
し、防犯面に配慮したユニバーサルデザインによる公園整備を推進
し、生活環境の充実を図る事業

市民一人当りの都市公園
面積

9.14㎡/人 324,614 9.72㎡/人 A 11.0㎡/人 公園緑地課

社会教育課

建築住宅課市で公募する住宅には、団地毎に団地の位置、入居者の世帯等を考
慮して優先入居住宅を設定し、多子世帯その他を含めた対象世帯の
住環境を支援する制度

多子世帯等の優先入居
住宅設定

(団地毎)公募
戸数の3割程
度

継続（団地毎）
公募戸数の3割程度

0

143

135

市営住宅における多子世
帯等の優先入居制度

実施回数学校・公民館・地域の連
携・融合事業

学校と地域社会が連携した体験学習（公民館クラブ体験講座、生活
技術体験講座、自然観察講座等）を実施し、子どもたちが地域に親
しみ、子どもたちを地域ではぐくむ諸事業を推進

0
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145
「緑と花」花壇コンクー
ル

緑と花に囲まれた住み良い生活環境を作ることを目的に、団体・家
庭2つの部でコンクールを開催

 実施 501 実施（36団体、17個人） A 継続 公園緑地課

146
「緑と花」作文・図画コ
ンクール

緑化思想の普及を図り、緑と花に囲まれた住み良い生活環境をつく
ることを目的に、作文・図画コンクールを開催

実施 264 実施
（作文56、図画391）

A 継続 公園緑地課

147
花いっぱい運動 花で囲まれた彩り豊かなまちにするため、町内会等約４００団体に

緑化協力員を通じて花苗の配布を行い、公園の花壇、フラワーポッ
ト、街路樹桝等に植栽してもらう事業

（配布団体数） 実施 11,624 実施（234団体） A 継続 公園緑地課

148
学校緑化 生徒・教師・PTA、地域住民でワークショップを開催し、樹木・植

栽場所を決定し、地域の中心であり、シンボルである小・中学校を
緑化する事業

（実施学校数） 実施 910 実施（1校） A 継続 公園緑地課

149 公共公益施設の緑化推進 道路・学校等の緑化推進事業 （実施箇所数） 実施 継続 H17年度事業終了 公園緑地課

150

「水辺の楽校」の検討 馬淵川において、川の安全を守りながら、子どもたちが生きものと
ふれあい、自然を学べる、遊び・自然体験・自然学習の場として利
用できる水辺づくりの検討

検討 A H18.8 月 ま で
に利用促進プ
ランの策定を
目指す

H18年8月に利用促進プランを策定
した。現在はNPO法人「水辺の楽校
まべち」が主体となりイベント等を
実施している。

港湾河川課

151

市営住宅のシックハウス
対策及び24時間換気シス
テムの導入

室内環境に悪影響を及ぼすおそれがある建築資材の使用制限及び換
気システムの導入

実施 新築・建替住宅
に導入

実施 A 継続 建築住宅課

基本施策　ウ　安全な道路交通環境の整備

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

152

六日町地区くらしのみち
ゾーン形成事業

既存市街地のため､歩道が狭く､段差・電柱などにより歩行の障害と
なっており、さらに電力･ＮＴＴの架空線により､街の景観が損なわ
れていることから､電線を地中化して架空線をなくし､歩道を拡幅し
たうえ、バリアフリー化への整備を図る事業

地区内の道路整備延長 0ｍ 171,000 250m A 1,650m 道路建設課

基本施策　エ　安心して外出できる環境の整備

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

154

公共施設のバリアフリー
の推進

青森県福祉のまちづくり条例に基づく、全ての人が安全で円滑に利
用できるような公共施設の整備の推進

実施 事務費交付金受
給

22施設 A 継続 届出により審査・指導する 建築指導課

155
低床バスの普及促進 乗り降りのしやすい、低床バスの普及促進 導入台数 148台中

5台
低床バス購入代
16,065

134台中14台 A 継続 交通部

基本施策　オ　安全・安心まちづくりの推進等

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

2,177 実施 A 道路建設課

10,415 （324基） 道路維持課

157

都 市 公 園 の 公 園 灯 の 整
備・管理

都市公園の公園灯の整備・管理 実施 30,404
（他の維持補修
工事を含む）

実施（50基） A 継続 公園緑地課

道路建設課H17年度事業終了

153

柏 崎 地 区 コ ミ ュ ニ テ ィ
ゾーン形成事業

実施
156

街路灯・防犯灯の整備

地区内の道路整備延長

街路灯・防犯灯の整備 継続

1,132m
（17年度
まで）

997ｍ朝夕のラッシュ時に周辺の幹線道路からの通過車両が多く流入し､
通勤通学時には､自転車･歩行者は非常に危険な状態にさらされるこ
とから、コミュニティゾーン形成事業を実施し､通過交通の流入を
抑え､安全かつ快適な歩行空間を確保する事業
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基本方針　５　職業生活と家庭生活との両立の推進

基本施策　ア　多様な働き方の実現及び男性を含めた働き方の見直し等

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

158

女と男の明日を考える八
戸市民のつどい

基調講演やパネルディスカッションなどを通して、市民にわかりや
すく男女共同参画について考えてもらう、つどいの開催

実施 570 実施 A 継続 H20年度から、市民のつどいの名称
は使用せず、市民大学講座の①講座
として開催することとする。

男女参画国際課

発行回数 2回 1,178 2回 A 2回 男女参画国際課

部数 各1万部 各8,000部（9月、3月） 各1万部

160

啓発用パンフレットの発
行

男女共同参画社会について広く市民にわかりやすく伝えるための啓
発用パンフレットの発行

発行 配布 随時新しい情報を発信できるよう、
啓発の方法をパンフレットではなく
チラシ等に変更したため、H20年度
より廃止

男女参画国際課

男女参画国際課

162
仕事と家庭両立推進のた
めの情報提供・啓発活動

再掲72 商工労政課
男女参画国際課

基本施策　イ　仕事と子育ての両立の推進

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

163
ファミリーサポートセン
ターの推進（新規）

再掲1 子ども家庭課

164 病後児保育事業 再掲2 子ども家庭課

165 一時保育事業 再掲3 子ども家庭課

166 特定保育事業 再掲4 子ども家庭課

167 休日保育事業 再掲5 子ども家庭課

168 認可外保育施設助成制度 再掲6 子ども家庭課

169 放課後児童健全育成事業 再掲8 子ども家庭課

170 認可保育所整備事業 再掲17 子ども家庭課

171 延長保育事業 再掲18 子ども家庭課

172 軽・中程度障害児保育事業 再掲22 子ども家庭課

173 児童館運営事業 再掲30 子ども家庭課

商工労政課
男女参画国際課

継続実施

男女共同参画に向けての市民への意識啓発のための、情報誌の発行 発行部数の見直しによる減
△2,000部／各回　（H20年度か
ら）

市の政策、方針決定過程の場に多方
面から参画できる人材を育成すると
いう目標は継続しつつ、H20年度か
らは、男女の区別なく受講できる
「人材育成講座」を実施。よって、
女性を対象にしてきた当事業はH20
年度から廃止

再掲72

161

はちのへ女性まちづくり
塾の開催

市の政策方針決定の場である審議会等への女性委員登用の促進を図
るため、女性を対象として、市政全般にわたる講義やグループワー
ク等の講座を開催する事業

（受講人数）

174
仕事と家庭両立推進のた
めの情報提供・啓発活動

159

男女共同参画推進情報誌
の発行
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基本方針　６　子ども等の安全の確保

基本施策　ア　子どもの交通安全を確保するための活動の推進　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

175
交通安全運動推進事業 事業の一環として、園児・児童等を交通事故から守るため、市内幼

稚園・保育所や学校を対象として、八戸警察署と連携のもと、交通
安全教室を実施する事業

交通安全教室実施回数 25回 0 24回 A 30回 防災安全推進室

176
交通安全運動街頭広報活
動

交通安全運動期間中（春・夏・秋・冬）街頭において歩行者・ドラ
イバーに対し、チラシ等を配り交通安全意識の高揚と交通マナーの
向上を図る事業

広報活動参加人数 約1,200人 0 約950人 A 約1,200人 防災安全推進室

177

夏休み交通安全教室 全市内の子ども及び保護者等を対象に、早朝交通安全教室童話会
（森のおとぎ会）の会場に特に夏休み期間中の交通安全を呼びか
け、交通安全意識の高揚を図る事業

実施 0 実施 A 継続 防災安全推進室

178

新入学児童交通安全対策 新入学児童に対して、黄色い安全帽を配付及び交通災害共済の掛け
金を負担し、交通安全意識の高揚を図る事業

（配付人数） 実施 黄色い安全
帽：1,356
交通災害共
済：648

実施（2,344人） A 継続 防災安全推進室

179
交通安全ふれあい広場 八戸公園内に交通安全ふれあい広場を開設し、模擬道路で実践を通

しての交通安全指導を行い、交通安全意識の普及・高揚を図る事業
ふれあい広場利用人数 19,859人 0 20,593人 A 23,000人 防災安全推進室

180

交通安全行動の推進 交通安全ビデオやタスキ・横断幕等を積極的に学校等、市民に貸し
出し、市民の自発的な交通安全活動を推進する事業

実施 0 実施 A 継続 防災安全推進室

181
交差点ストップマーク貼
付活動事業

小学校区内の交差点に、児童・先生・PTA母の会等でストップマー
クを貼付し、児童の自発的活動を通し、交通安全の意識の高揚を図
る事業

市内小学校貼付率 約16％ 100% H18年度より廃止 防災安全推進室

基本施策　イ　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

182
八戸地区連合防犯協会へ
の支援

八戸地区連合防犯協会に対し補助金を交付し、「子ども・女性110
番の家」等、自主防犯活動を支援する事業

実施 3,885 実施 A 継続 防災安全推進室

183

八戸地区保護司会、暴力
追放八戸地区協議会への
支援

八戸地区保護司会、暴力追放八戸地区協議会に対する補助金・負担
金の交付

実施 保護司:211
暴追:205

実施 A 継続 事業概要を「～に対する補助金・負
担金の交付」に修正（H19年度より
暴追が負担金になったため）

防災安全推進室

184
新入学児童防犯笛配付 新入学児童及び転入学の小中学生に対し、身の危険を感じた時など

に、周りに助けを求める手段となる、防犯笛を配付
防犯笛配布率 100% 499 100% A 100% 防災安全推進室

基本施策　ウ　被害に遭った子どもの保護の推進　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

185 家庭相談事業 再掲11 子ども家庭課

186
婦人相談事業 要保護女子の転落の未然防止と保護更生を図ること及び配偶者から

の暴力の被害者である女性（母子）の保護を図ることを目的とし
て、相談、指導・援助を行う事業

（相談件数） 実施 3,197 実施（575件） A 継続 子ども家庭課

14 / 16 ページ



基本方針　７　特別な支援が必要な児童への対応などきめ細かな取組の推進

基本施策　ア　児童虐待防止対策の充実　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

187

八戸市虐待等対策ネット
ワーク会議（子どものし
あわせ推進会議）

子どもを健やかに生み育てる環境づくりの推進を図るため、関係機
関で組織する会議を開催する事業

実施 0 実施（1回） A 継続 H18年度から、八戸市虐待等対策
ネットワーク会議へ移行。虐待等対
策ケース会議の一つとして会議を実
施
H20年度は、研修会を１回開催

子ども家庭課

188
児童相談所との連携 児童虐待の早期発見・早期対応のため、児童相談所との情報交換等

連携の推進
実施 0 実施 A 継続 子ども家庭課

189 家庭相談事業 再掲11 子ども家庭課

190
民生委員児童委員・主任
児童委員活動事業

再掲14 健康福祉政策課

基本施策　イ　ひとり親家庭等の自立支援の推進　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

191

介護人派遣 母子家庭等が、一時的に生活援助、保育サービスが必要な場合若し
くは生活環境等の激変により、日常生活を営むのに支障が生じてい
る場合に、介護人（家庭生活支援員）を派遣し、無料でその生活を
支援し、母子家庭等の生活の安定を図ることを目的とする事業

（派遣件数） 22件 0 45件 A 継続 子ども家庭課

192

児童扶養手当 児童扶養手当法に基づき、父と生計を同じくしていない児童につい
て、児童の心身の健やかな成長と福祉の増進を図るため、監護して
いる母、又は養育している人に手当を支給する事業

（支給人数） 実施 1,438,121 実施（3,062人） A 継続 子ども家庭課

193
ひとり親家庭等医療費給
付事業

母子・父子家庭等の健康保持と福祉増進を図るため、医療費を助成
する事業

（資格者数） 実施 121,718 実施（8,477人） A 継続 子ども家庭課

194
遺児入学祝金給付事業 小学校または中学校に入学する遺児と同一生計にある保護者に祝金

を支給する事業
（給付件数） 実施 322 実施（46件） A 継続 子ども家庭課

195 遺児卒業祝金給付事業 中学校を卒業する遺児と同一生計にある保護者に祝金を支給する事業 （給付件数） 実施 470 実施（47件） A 継続 子ども家庭課

196
遺児弔慰金給付事業 父・母を亡くした義務教育終了前の児童の保護者に弔慰金を支給す

る事業
（給付件数） 実施 310 実施（31件） A 継続 子ども家庭課

197
遺児奨学金貸与事業 学業成績が優秀で、経済的な理由により就学が困難な遺児に対して

学費を貸与する事業
（貸与件数） 実施 5,040 実施

（大学7件、高校7件）
A 継続 H20年度より学校教育課で一本化 学校教育課

198
母子寡婦福祉団体助成事
業

母子家庭の福祉向上のため、八戸市母子寡婦福祉会に対し、補助
金を交付

実施 342 実施 A 継続 子ども家庭課

199 婦人相談事業 再掲186 子ども家庭課

200
母子自立支援員設置の検
討

母子家庭の母等の、自立・就業に必要な情報提供や支援・指導を行
う、自立支援員設置の検討

検討 0 実施 A 実施 子ども家庭課

基本施策　ウ　障害児施策の充実　

番号 事業名 事業概要 指    標
基準値

（16年度）
20年度決算額

（千円）
20年度実施状況

進捗
状況

目標値
（21年度）

備     考 課    名

201

就学指導委員会 特殊学校、特殊学級および特別な支援が必要と思われる児童・生
徒・就学前児童に対し、就学指導を行う事業

実施回数 15回 957 8回 A 20回 特別な支援を要する子ども達の審議
等があるため、会議の回数は提示で
きるが、数値管理が適当であるとは
いえない。

学校教育課

202
特別な教育的支援を必要
とする児童生徒の理解を
深める交流教育事業

各学校の特殊学級在籍の児童生徒たちの、合同遠足・宿泊学習の実
施および県立盲・聾・養護学校の児童生徒との合同文集の発行、合
同作品展の実施

4行事 1,029 4行事 A 4行事 教育指導課
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203

障害の状態等に応じた個
別の教育支援計画の充実

市内全小中学校において、個々のニーズを把握し、個別の指導計画
を作成して指導にあたる体制づくりを進め、特別支援教育推進委員
会において、個別の教育支援計画の充実を図る事業

特別支援教育相談の実施 年9回 0 教育相談件数
小学校16
中学校11

A 研修会1回
推進委6回

チェックリストの活用が進んだこと
が、支援を要する児童の発見につな
がっている

教育指導課

204 軽・中程度障害児保育事業 再掲22 子ども家庭課

205
児 童 居 宅 介 護 支 援 事 業
（障害者支援費制度）

（障害児の）家庭にホームヘルパーを派遣したり、あるいは外出や
通院の付き添いにヘルパーを派遣する事業

居宅介護事業所設置箇所
（ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ）
（利用者数、利用時間）

2 2,685 8か所（10人、735時間） A 継続 障がい福祉課

206
児童デイサービス支援事
業（障害者支援費制度）

介護や機能回復、社会適応訓練を行う。入浴や送迎のサービスも行
う事業

デイサービス事業所の
設置箇所
（利用者数、回数）

6 75,525 9か所
（164人、16,000回）

A 継続 障がい福祉課

207
児童短期入所支援事業(障
害者支援費制度)

家族の疾病等により介護できない場合、一時的に施設に入所する事
業

短期入所事業所の設置箇
所 （ シ ョ ー ト ス テ イ ）
（利用者数、回数）

11 3,510 8か所（17人、418回） A 継続 障がい福祉課

208
特別児童扶養手当 精神又は身体に障害を有する20歳未満の児童の福祉の増進を図る

ため、父又は母、又は養育している人に手当を支給する事業
（支給人数） 実施 0 実施（439人） A 継続 （県で支給） 子ども家庭課

209
障害児福祉手当 精神又は身体に障害があるため、日常生活において常時介護を要す

る20歳未満の在宅障害児に手当を支給する事業
（支給人数） 実施 45,053 実施（266人） A 継続 障がい福祉課

210
重度心身障害者医療費助
成制度

重度心身障害児の保健の向上を図るため、医療費の一部を助成する
制度

（資格者数） 実施 305,875 実施（4,991人） A 継続 障がい福祉課

A 157
B 2
C 2
BAR 13

174
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